
      那 覇 市 公 報    第１５１８号   2010（平成22）年1月15日 

 

 

毎月２

那覇市

那

 目    次 

◇告    示 

○個人情報目的外利用等届出書の公表について（総務課）････

････

････

････

････････････････････････････････････････････････････････

････

･･････････････････････････････････････

････････････････････････････

････

････････････････････････････････････････

････････････････････････

･･････････････････････････････････････

････････････････････････････････

････････････････････････････････････

○個人情報目的外利用等届出書の公表について（総務課）

○個人情報目的外利用等届出書の公表について（総務課）

○個人情報目的外利用等届出書の公表について（総務課）

○平成２２年（２０１０年）１月那覇市議会臨時会の招集につ

○個人情報目的外利用等届出書の公表について（総務課）

○平成２１年度那覇市市街地再開発事業特別会計補正予算（第

（市街地整備課）

○平成２２年（２０１０年）１月那覇市議会臨時会に付議する

追加告示について（総務課）

○平成２０年度那覇市一般会計歳入歳出決算書（財政課）

○平成２０年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算

（区画整理課）

○平成２０年度那覇市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

（国保長寿医療課・特定健診課）

○平成２０年度那覇市老人保健特別会計歳入歳出決算（国保長

○平成２０年度那覇市市街地再開発事業特別会計歳入歳出決算

（市街地整備課）

○平成２０年度那覇市介護保険事業特別会計歳入歳出決算書 

（ちゃーがんじゅう課）

○平成２０年度那覇市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算書

（国保長寿医療課）

 1075
第１５１８号 

回 １，１５日発行

発  行  所 

泉崎１丁目１番１号

覇市総務部総務課 
･････････････

･････････････

･････････････

･････････････

･････････････

･････････････

･････････････

･････････････

･････････････

･････････････

･････････････

･･･

･････････････

･････････････

･････････････

1078 

1080 

1082 

1084 

いて（総務課）  

1086 

1086 

２号）     

1101 

事件の      

1102 

1103 

書      

1118 

書      

1125 

寿医療課） 1131 

書      

1135 

       

1139 

       

1145 



      那 覇 市 公 報    第１５１８号   2010（平成22）年1月15日 

 

○平成２１年度那覇市一般会計補正予算(第４号)（財政課）･･･････････････

･･･････････････

･････････････

･････････････････････････････････････････････

･････････････････････････････････････････････････････

･･･････････････････････････

･･･････････････････････

･･･････

･･･････････････････････････････････

･

･･･････････

･････････

･････････････

･･･････････

1148 

○平成２１年度那覇市一般会計補正予算(第５号)（財政課） 1151 

○平成２１年度那覇市病院事業債管理特別会計予算（財政課） 1153 

○平成２１年度那覇市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）       

（ちゃーがんじゅう課） 1154 

○平成２１年度那覇市土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）     

（区画整理課） 1154 

◇公    告 

○住民票の職権消除の公示について（市民課） 1156 

○平成２２年度那覇市庁舎等清掃業務及び警備業務委託制限付一般競争入札  

参加資格者追加登録申請受付について（管財課） 1156 

○平成２２年度那覇市役所仮庁舎等及び新都心銘苅庁舎の管理に関する    

各種業務委託指名競争入札参加資格者申請受付について（管財課） 1157 

○u-Okinawaプラットフォーム構築業務委託業者選定に係る公募型企画提案  

募集の実施について（情報政策課） 1159 

◇議 会 告 示 

○条例制定請求代表者への意見を述べる機会の付与について（議事管理課） 1160 

◇上下水道局告示 

○那覇市排水設備指定工事店の取消しについて（給排水設備課） 1160 

○那覇市排水設備指定工事店の新規指定について（給排水設備課） 1161 

○平成２０年度那覇市水道事業会計決算報告書（企画経営課） 1162 

○平成２０年度那覇市下水道事業会計決算報告書（企画経営課） 1170 

 

 

 1076



      那 覇 市 公 報    第１５１８号   2010（平成22）年1月15日 

 

◇教育委員会規則 

○那覇市体育施設条例施行規則の一部を改正する規則（生涯学習部総務課）･

･････････････

･･･････････････････････････････････

･･･････････

1178 

○那覇市立体育施設の開放に関する規則（生涯学習部総務課） 1180 

○那覇市教育委員会教育長に対する事務の委任等に関する規則の一部を    

改正する規則（生涯学習部総務課） 1185 

◇農業委員会告示 

○農地法第３条第２項第５号で定める別段の面積の基準について 1186 

 

 

 1077



      那 覇 市 公 報    第１５１８号   2010（平成22）年1月15日 

 

告    示 

 
那覇市告示第１３４号  

平成２１年１２月１５日  

掲 示 済  

 

個人情報目的外利用等届出書の公表について（総務課） 
 

那覇市個人情報保護条例第９条及び同施行規則第８条の規定に基づき、個人情

報目的外利用等届出書を別紙のとおり公表する。 

 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  
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那覇市告示第１３５号  

平成２１年１２月１７日  

掲 示 済  

 

個人情報目的外利用等届出書の公表について（総務課） 
 

那覇市個人情報保護条例第９条及び同施行規則第８条の規定に基づき、個人情

報目的外利用等届出書を別紙のとおり公表する。 

 
那覇市長 翁 長 雄 志  
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那覇市告示第１３６号  

平成２１年１２月１８日  

掲 示 済  

 
個人情報目的外利用等届出書の公表について（総務課） 

 

那覇市個人情報保護条例第９条及び同施行規則第８条の規定に基づき、個人情

報目的外利用等届出書を別紙のとおり公表する。 

 
那覇市長 翁 長 雄 志  
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那覇市告示第１３７号  

平成２１年１２月２１日  

掲 示 済  

 
個人情報目的外利用等届出書の公表について（総務課） 

 

那覇市個人情報保護条例第９条及び同施行規則第８条の規定に基づき、個人情

報目的外利用等届出書を別紙のとおり公表する。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  
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那覇市告示第１４０号  

平成２１年１２月２８日  

掲 示 済  

 
平成２２年（２０１０年）１月那覇市議会臨時会の招集について（総務課） 

 

平成２２年（２０１０年）１月那覇市議会臨時会を次のように招集する。 

 
那覇市長 翁 長 雄 志  

 
１ 招集の日   平成２２年１月１２日（火） 

２ 招集の場所  那覇市議会議場 

３ 付議事件名 

（１）那覇市無防備平和の街づくり条例制定について 

（２）専決処分の報告について（車両物損事故） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
那覇市告示第１４１号  

平成２２年１月６日  

掲 示 済  

 
個人情報目的外利用等届出書の公表について（総務課） 

 
那覇市個人情報保護条例第９条及び同施行規則第８条の規定に基づき、個人情

報目的外利用等届出書を別紙のとおり公表する。 
 

那覇市長 翁 長 雄 志  
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那覇市告示第１４２号  

平成２２年１月７日  

掲 示 済  

 

平成２１年（２００９年）１２月那覇市議会定例会で議決された平成２１年度

那覇市市街地再開発事業特別会計補正予算（第２号）の要領は、次のとおりであ

る。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 
平成２１年度那覇市市街地再開発事業特別会計補正予算（第２号）（市街

地整備課） 
平成２１年度那覇市の市街地再開発事業特別会計の補正予算（第２号）は、次

に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 補正前の額 補正額 計 

 
千円

985,936

千円 

80,086 

千円

1,066,022１国庫支出金 

１ 国庫補助金 985,936 80,086 1,066,022

歳 入 合 計 1,378,151 80,086 1,458,237

 

歳 出 

款 項 補正前の額 補正額 計 

 千円

1,355,047

千円 

80,086 

千円

1,435,133１ 都市再開

発事業費 １ 都市再開発

事業費 
1,355,047 80,086 1,435,133

歳 出 合 計 1,378,151 80,086 1,458,237
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那覇市告示第１４３号  

平成２２年１月１２日  

掲 示 済  

 

平成２２年（２０１０年）１月那覇市議会臨時会に付議する事件の追加告

示について（総務課） 
 

平成２２年（２０１０年）１月那覇市議会臨時会の付議事件に次の事件を追加

する。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

付議事件名 

委員会への付託陳情 

読売巨人軍那覇キャンプの宿泊施設について 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

那覇市告示第１４６号  

平成２２年１月１５日  

 
平成２１年（２００９年）１２月那覇市議会定例会で認定された平成２０年度

那覇市一般会計歳入歳出決算の要領は次のとおりである。 

 
那覇市長 翁 長 雄 志  
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平成２０年度那覇市一般会計歳入歳出決算書（財政課） 
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那覇市監査委員より提出された、平成 20 年度（2008 年度）那覇市一般会計及

び特別会計歳入歳出決算並びに基金の運用状況審査意見書の概要 

 

審査意見 

審査に付された各会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収

支に関する調書、財産に関する調書及び各基金の運用状況を示す書類は、法令に

準拠して作成されており、計数に誤りはないものと認めた。 

予算の執行状況については、おおむね適正になされているものと認めた。 

 

平成 20 年度の歳入歳出決算は、一般会計で予算現額 1,275 億 7,165 万 8,766

円に対し、歳入決算額は1,237億 5,238万 1,664円、歳出決算額は1,169億 2,331

万 4,545円で、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた形式収支額は68億2,906

万 7,119 円、翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収支額は 12 億 6,735

万 7,762円の黒字であるが、前年度実質収支額を差し引いた単年度収支額は2億

7,235万 622円の赤字となっている。 

次に、土地区画整理事業特別会計など6特別会計の決算を合計額で見ると、歳

入決算額は615億 6,461万 49円、歳出決算額は625億 8,784万 2,830円で、形式

収支額が10億 2,323万 2,781円、実質収支額も11億 5,526万 310円の赤字とな

っており、その主な要因は、国民健康保険事業の赤字によるものであるが赤字額

が13億8,185万 3,853円と前年度に比べ10億 2,676万 3,960円増加している。

赤字額の急増は、退職者医療制度の廃止に伴う保険給付費の増加や後期高齢者医

療制度の創設による保険税及び基盤安定繰入金の減少など、平成20年度に改正さ

れた国の医療制度改革の影響によるものである。 

国民健康保険事業特別会計の赤字額の増加は、引き続き予想されるので未収金

を含めた収納率の向上と医療給付の適正化等を行い、財政の負担要因とならぬよ

う努める必要がある。 

平成20年度普通会計の決算状況からみると、財政構造の弾力性を判断するため

の指標である経常収支比率は 92.4%で、前年度と比較して 0.1 ポイント増加して

いる。その要因としては、人件費が 0.5 ポイント減少したものの、扶助費で 0.2

ポイント、公債費で0.3ポイント、物件費で0.1ポイント増加したことによるも

のである。 

なお、財政の圧迫度を示す指標である公債費比率は前年度と同じ 15.4%で変化

していない。 

本市の財政状況は、歳入については固定資産税の課税標準額の見直しや新築、

増築により前年度に比較して市税が8億2,558万円、地方交付税で2億 4,883万

円、諸収入が38億7,797万円増加しているが、財産収入は71億6,965万円、地

方譲与税が1億3,413万円減少している。また、歳出面では、生活保護費などの

扶助費が10億 2,847万 9,733円、補助費等が41億7,386万 3,059円増加してい

る。 

繰越事業費の総額については、105億 512万円となっており、この主なものは、

定額給付金事業等の52億 690万円、土地区画整理事業費8億3,356万円、街路事

業費 5 億 995 万円、住宅建替事業費 14 億 9,271 万円、教育施設整備事業費 9 億

6,806万円であり、前年度と比べ繰越総額で58億9,175万円増加している。なお、

繰越理由としては、国の補正予算成立時期により繰越となった事業や、関係者と
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の調整に日時を要し、適正な工期が設定できなかったこと等であるが、事業の実

施に当たっては調整に必要な期間も考慮し、事業の早期完了を目指して計画的に

執行するよう努められたい。 

今後の財政運営においては、多額の市債残高（1,278 億 4,237 万円）を抱え、

自主財源である市税は、厳しい経済環境のなかで大幅な増収は見込めない状況に

ある。 

一方で教育関連施設の整備、市営住宅の建設や再開発事業など、今後も財政需

要は暫時増大するものと考えられるので効率的な行政システムを確立し、限られ

た財源を効果的、効率的に配分して健全な財政運営に努められるよう留意された

い。 

なお、次のことに適切な措置を執られるよう要望する。 

 

 

１ 歳入について 

（１）市営住宅使用料未収金の収納率向上について(市営住宅室) 

現年度の市営住宅使用料の収納率は、前年度と比較して0.7ポイント改善

がみられ、未収金が減少していることは評価できる。 

しかし、未収金は2億2,321万 8千円であり、収納体制を確立し、なお一

層の収納率向上に努められたい。 

 

市営住宅使用料の徴収推移                 （単位：千円） 

 現年度分 滞納繰越分 収納率(％) 

項目 調停額 収入額 未収金 調停額 収入額 未収金 現年度 

滞納

繰越

分 

合計

平成 

20年度 
1,388,428 1,340,509 47,918 235,615 62,703 175,300 96.55 26.61 86.40

平成 

19年度 
1,413,006 1,354,310 58,696 261,209 77,434 179,020 95.85 29.64 85.52

 

 

（２）市税の収入未済額対策について（納税課） 

市税の収入未済額は34億6,126万808円で、前年度の33億4,489万2,498

円と比較して、1億1,636万 8,310円（3.4％）増加している。収入未済額の

うち、現年課税分は12億 788万 1,790円、滞納繰越分は22億5,337万 9,018

円で、依然として滞納繰越分が多額である。 

市税は、市財政の根幹をなすものであり、税負担の公平性の観点からも、

徴収体制の強化など実効性のある対策を積極的に推進して、収入未済額の解

消と発生防止に努められたい。 
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市税の収入状況 

（単位：円、％） 

区

分 
年度 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

平成20年度 39,926,030,481 38,779,133,966 2,998,986 1,207,881,790 97.1

平成19年度 38,915,579,363 37,898,871,345 2,567,557 1,110,811,191 97.4

現

年 

度

分 比較 1,010,451,118 880,262,621 431,429 97,070,599 △0.3

平成20年度 3,302,888,578 840,447,148 210,653,825 2,253,379,018 25.4

平成19年度 3,348,872,792 895,124,578 222,598,398 2,234,081,307 26.7

滞

納 

繰

越 

分 比較 △45,984,214 △54,677,430 △11,944,573 19,297,711 △1.3

平成20年度 43,228,919,059 39,619,581,114 213,652,811 3,461,260,808 91.7

平成19年度 42,264,452,155 38,793,995,923 225,165,955 3,344,892,498 91.8
合

計 

比較 964,466,904 825,585,191 △11,513,144 116,368,310 △0.1

 

 

（３）歳入予算の補正について（人事課） 

地公災負担金の戻し入金の収入増と退職手当負担金（企業負担分）の収入

減については、実績が確定する2月に補正予算として計上すべきであったが、

事務処理から漏れていたとのことである。地方自治法第218条第1項（補正

予算、暫定予算等）及び那覇市予算決算規則第10条第1項(予算の補正)に基

づく適正な事務処理となるよう組織的なチェック体制の確保に留意された

い。 

 

（４）土地貸付収入の未収金について（管財課） 

土地貸付収入の未収金は、一般貸付分425万 5,615円で前年度と比較して

179 万 7,144 円減少している。また、滞納繰越分の未収額は 671 万 9,578 円

で前年度と比較して273万 5,246円減少している。尚、不納欠損額287万 674

円については、時効援用の申し出があった３件となっている。 

未収金の合計額は1,097万 5,193円となっており、年度の経過により収納

が困難になってくることから、更なる工夫と那覇市市有地賃料滞納整理要領

に基づく督促状の送付・催告などの徹底、法的措置の実施など引き続き収納

強化に努められたい。 

 

（５）予算の計上について（消防本部） 

消防団員の退職者に支給される退職報償金とそれに伴う消防団員等公務

災害補償等共済基金収入については、条例改正により定年制が導入されたに

もかかわらず定年退職者についても当初予算に計上せず流用等により予算

執行している。定年退職者の有無については容易に把握できることから今後

は、那覇市予算決算規則に基づき当初から適正な予算計上に留意されたい。 
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（６）ふるさとづくり寄附金について（企画調整課） 

平成 20 年度から始まったふるさとづくり寄附金は、予算現額が 698 万

3,000 円に対して 809 万 2,917 円収入されているが、今後とも市内外の方々

に対してふるさとづくり寄附金の趣旨の広報を積極的にすすめ、寄附金の増

加に努められたい。 

 

（７）国民健康保険税の未収金について（国保長寿医療課） 

国民健康保険税の未収金は、27億 5,094万 7,989円である。その内訳は現

年度分6億4,867万 5,107円、滞納繰越分が21億 227万 2,882円である。 

国民健康保険税は、国民健康保険事業特別会計の長期的に安定した財政基

盤を築く根幹に係わる財源である。 

このため、多額の未収金及び滞納繰越金の発生は、事業運営に重大な影響

を及ぼすものである。 

収入未済額については、滞納整理の強化など、その解消に向けた努力が見

受けられるが、更に、効果的な解消方法を検討し、引き続き収入未済の解消

と新たな発生防止に努めるとともに、収納率の向上になお一層努められたい。 

 

国民健康保険税収入状況 

（単位：円、％） 

区
分年度 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

平成20年度 7,135,372,400 6,515,886,906 637,200 648,675,107 91.3

平成19年度 8,587,799,800 7,936,397,129 223,900 665,760,979 92.4

現
年
度
分 

比較 △1,452,427,400 △1,420,510,223 413,300 △17,085,872 △1.1

平成20年度 2,770,946,177 198,578,195 471,575,714 2,102,272,882 7.2

平成19年度 2,790,972,843 194,753,286 477,004,351 2,119,767,406 7.0

滞
納
繰
越
分比較 △20,026,666 3,824,909 △5,428,637 △17,494,524 0.2

平成20年度 9,906,318,577 6,714,465,101 472,212,914 2,750,947,989 67.8

平成19年度 11,378,772,643 8,131,150,415 477,228,251 2,785,528,385 71.5合
計 

比較 △1,472,454,066 △1,416,685,314 △5,015,337 △34,580,396 △3.7

 

 

（８）日本スポーツ振興センター共済掛金保護者負担金について（学校教育課） 

日本スポーツ振興センター共済掛金保護者負担金は、独立行政法人日本ス

ポーツ振興センター法に基づく、学校の管理下で、児童生徒の災害（負傷、

疾病、障害又は死亡）が発生したときに、災害共済給付（医療費、障害見舞

金又は死亡見舞金の給付）を行う国、学校の設置者及び保護者の三者が負担

する「災害共済給付制度」の保護者負担額である。 

当該団体への保護者負担については、学校で、入学の際、保護者の同意を

得た上で、共済掛金を集め、教育委員会が一括加入の手続きをとり、翌年度

からは、共済掛金を納めることで加入は継続されるものである。しかし、共
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済掛金（年額）の保護者等負担額の決定に際しては、手続きの透明性や内容

等について保護者等への周知が望ましいが不充分である。 

今後、保護者等負担額の決定手続きについては早急に事務改善等を行うこ

とを要望する。 

 

（９）高額療養費返還金の未収金について（障がい福祉課） 

高額療養費とは医療費が一定の額を超えたときに健康保険（国保、社会保

険、長寿医療保険等）から給付される制度である。高額療養費返還金ついて

は重度心身障害者医療費等助成事業からの助成金に高額療養費が含まれる

場合に、障がい者から市へ返還が発生するものである。 

重度心身障害者医療費等助成事業において生じている高額療養費返還金

については、現在行われている助成金の給付方法や返還金の回収の仕組みに

ついて、業務の見直しを検討し、未収金が生じないように努められたい。 

 

 

２ 歳出について 

（１）団体負担金について(共通) 

負担金を交付している交付先団体の運営状況を平成 19 年度決算額でみる

と、収入に占める支出の割合が低く、収支差額は剰余金として翌年度へ繰り

越している。 

負担金は交付額の多寡にかかわらず、当該団体の設置目的、事業内容、経

費等を十分検証のうえ、引き続き負担金の見直し等を求め、予算の効率的・

効果的な執行に努められたい。 

 

平成19年度交付先団体決算額の収支比率 

（単位：円、％） 

交付先団体 負担金交付額 収支比率 主管課 

九州市長会 20,000 76.4 総務課 

沖縄県公立文化施設協議会 10,000 58.3 

パレットくもじ管理組合 12,000 20.5 
文化振興課 

沖縄県連合戸籍住民基本台帳事務協

議会 
159,100 ※ 41.8 

沖縄県外国人登録事務協議会 7,600 ※ 31.4 

市民課 

九州地区母子自立支援員協議会 3,500 64.0 子育て応援課

沖縄地区官公署等登記事件処理対策

協議会 
10,000 13.3 

全国街路事業促進協議会 45,000 63.4 

歴史的地区環境整備街路事業推進協

議会 
40,000 42.7 

道路建設課 

那覇空港自動車道建設促進期成会 30,000 72.1 

沖縄県道路利用者会議 130,000 73.3 

沖縄国道協会 40,000 54.8 

道路管理室 

九州市議会議長会 132,800 62.8 議会事務局 

（注）収支比率中、※は平成20年度交付先団体決算額の収支比率 
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（２）複写機の使用料及び消耗品等の供給に関する随意契約について（企画調整

課） 

複写機の使用料及び消耗品等の供給に関する随意契約（111 万 2,474 円）

は、複写機のリース契約をＦ社と既に契約(指名競争入札)していることから、

その機器を使用するため切り離すことができないとの理由により地方自治

法施行令第167条の２第1項第２号を根拠とした随意契約である。 

このように必然的に切り離すことができないとの理由から随意契約を行

うことになると、複写機のリース契約の指名競争入札によって得られる経済

性を損なうこともあり得るので、今後は関連する契約を一括入札に付す等、

全体として経済性が確保できるような契約方法に改められたい。 

 

（３）業務委託の契約事務のあり方について（情報政策課） 

情報政策課の業務委託契約のほとんどが、地方自治法施行令第167条の２

第1項第2号を根拠して随意契約を行っているが、例外的扱いである随意契

約を締結される場合には、契約金額の妥当性、契約条件の適正等を確認する

必要がある。しかしながら現状は、明細がない見積りや、妥当な単価か必要

な日数であったか十分検討されたとはいえないところがある。 

提示された契約金額や契約条件を適正なものであるかを見極めるには、職

員に高度な知識と経験も必要とされることから、職員の資質向上を図ること

も肝要であり職員の研修等必要な措置を取られるよう要望する。さらに、業

務内容を精査して競争性の働く契約に移行できないかの視点をもつよう要

望する。 

 

（４）構造計算適合判定事業の予算計上のあり方について（建築指導課） 

構造計算適合判定事業の業務委託料は、当初予算に3,007万円を計上した

が2月定例議会で1,476万円を減額補正したにもかかわらず413万８千円の

不用額が生じている。この理由として建築確認・検査の厳格化や構造計算プ

ログラムの大臣認定等の遅れによる確認申請の予想外の業務量の減少をあ

げているが、予算の計上に当たっては、綿密に状況を把握したうえで見積も

るように努められたい。 

 

（５）特定健診受診率について（特定健診課） 

平成 20 年度から医療保険者に義務付けられた特定健診事業は、初年度目

標値を33.0％と設定し、広報紙や自治会説明会等を実施し健診の呼びかけを

行ってきた。 

しかし受診率22.3％と沖縄県平均（24.0％）を下回る結果となり特定健康

診査等事業費の執行率も79.7％となっている。 

なお一層受診率向上対策を図り、効果的な予算執行に努められたい。 

 

（６）消耗品費の予算流用について（選挙管理委員会事務局） 

消耗品費の予算額 200 万円に対し、流用金額 284 万 304 円となっている。

これは消耗品費に不足が生じたためとのことであるが、予算流用については、

やむを得ず予算編成後に発生した事情等により、特に行政上の必要が認めら

れる場合や、補正で対応する暇がない場合に限定して運用するものとなって
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おり、安易に流用に頼ることなく、予算見積り、執行に万全を期するととも

に適正な執行に努められたい。 

 

３ その他 

（１）財産の管理について（平和交流･男女参画室） 

本市の姉妹都市である日南市との共同事業として 21 世紀に向け「友好市

民の森」を建設し、両市の親善交流等に活用することを目的として、平成 7

年度から分収造林設定（国有地 61,276ｍ2 上に）契約を締結している。今後

は、肥大成長させるための除伐、間伐及び枝打ち等を実施するため多額の管

理費負担が予測されることから、当初目的と財産価値及び収益性を再評価し

今後の対策を検討されたい。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
那覇市告示第１４７号  

平成２２年１月１５日  

 
平成２１年（２００９年）１２月那覇市議会定例会で認定された平成２０年度

那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算の要領は次のとおりである。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  
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平成２０年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算書（区画整理

課） 
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那覇市告示第１４８号  

平成２２年１月１５日  

 
平成２１年（２００９年）１２月那覇市議会定例会で認定された平成２０年度

那覇市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の要領は次のとおりである。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

 1124



      那 覇 市 公 報    第１５１８号   2010（平成22）年1月15日 

平成２０年度那覇市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算書（国保長寿

医療課・特定健診課） 
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那覇市告示第１４９号  

平成２２年１月１５日  

 
平成２１年（２００９年）１２月那覇市議会定例会で認定された平成２０年度

那覇市老人保健特別会計歳入歳出決算の要領は次のとおりである。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  
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平成２０年度那覇市老人保健特別会計歳入歳出決算（国保長寿医療課） 
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那覇市告示第１５０号  

平成２２年１月１５日  

 
平成２１年（２００９年）１２月那覇市議会定例会で認定された平成２０年度

那覇市市街地再開発事業特別会計歳入歳出決算の要領は次のとおりである。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  
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平成２０年度那覇市市街地再開発事業特別会計歳入歳出決算書（市街地整備課） 
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那覇市告示第１５１号  

平成２２年１月１５日  

 
平成２１年（２００９年）１２月那覇市議会定例会で認定された平成２０年度

那覇市介護保険事業特別会計歳入歳出決算の要領は次のとおりである。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  
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平成２０年度那覇市介護保険事業特別会計歳入歳出決算書（ちゃーがんじゅう課） 
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那覇市告示第１５２号  

平成２２年１月１５日  

 
平成２１年（２００９年）１２月那覇市議会定例会で認定された平成２０年度

那覇市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の要領は次のとおりである。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  
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平成２０年度那覇市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算書（国保長寿医療課） 
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那覇市告示第１５３号  

平成２２年１月１５日  

 
平成２１年(２００９年)１２月那覇市議会定例会で議決された平成２１年度那

覇市一般会計補正予算(第４号)の要領は次のとおりである。 

 
那覇市長 翁 長 雄 志  

 
平成２１年度那覇市一般会計補正予算(第４号)（財政課） 

 

平成２１年度那覇市の一般会計の補正予算(第４号)は、次に定めるところによ

る。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ1,957,919千円を追加し

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ119,360,904千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、｢第１表 歳入歳出予算補正｣による。 

 

（債務負担行為の補正） 

第２条 既定の債務負担行為の追加は、｢第２表 債務負担行為補正｣による。 

 

（地方債の補正） 

第３条 既定の地方債の変更は、｢第３表 地方債補正｣による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

歳 入                          （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補正額 計 

 383,324 39,565 422,889

1 地方特例交付金 219,536 33,862 253,398

９地方特例交

付金 

3 特別交付金 163,788 5,703 169,491

 10,775,628 803,857 11,579,48510地方交付税 

 
1 地方交付税 10,775,628 803,857 11,579,485

 2,716,587 7,207 2,723,79413 使用料及び

手数料 
1 使用料 2,109,603 7,207 2,116,810

14国庫支出金  28,640,077 927,988 29,568,065

 1 国庫負担金 16,920,773 760,508 17,681,281
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 2 国庫補助金 11,607,170 167,480 11,774,650

 6,615,052 383,835 6,998,887

1 県負担金 4,706,550 87,114 4,793,664

15 県支出金 

2 県補助金 1,399,679 296,721 1,696,400

 866,536 234,795 1,101,33116財産収入 

2 財産売払収入 568,812 234,795 803,607

 22,038 500 22,53817寄附金 

1 寄付金 22,038 500 22,538

 5,507,069 △576,703 4,930,36618繰入金 

2 基金繰入金 5,389,237 △576,703 4,812,534

 3,728,186 △4,067 3,724,119

2 市預金利子 2,353 1,631 3,984

3 貸付金元利収入 2,546,592 △2,503 2,544,089

4 受託事業収入 141,644 1,000 142,644

20諸収入 

5 雑入 951,302 △4,195 947,107

 11,459,200 140,942 11,600,14221市債 

1 市債 11,459,200 140,942 11,600,142

歳 入 合 計 117,402,985 1,957,919 119,360,904

 

 

歳 出                          （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補正額 計 

 15,820,839 214,641 16,035,480

1 総務管理費 13,421,116 211,641 13,632,757

2総務費 

2 徴税費 1,160,603 3,000 1,163,603

 44,797,681 1,205,270 46,002,951

1 社会福祉費 15,280,407 359,295 15,639,702

2 児童福祉費 14,751,814 37,187 14,789,001

3民生費 

3 生活保護費 14,765,459 808,788 15,574,247

 8,357,171 408,750 8,765,921

1 保健衛生費 3,671,136 479,310 4,150,446

4衛生費 

2 清掃費 4,686,035 △70,560 4,615,475

7商工費  988,866 18,414 1,007,280
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 1 商工費 988,866 18,414 1,007,280

 16,286,240 △1,816 16,284,424

4 港湾費 696,371 2,457 698,828

8土木費 

5 都市計画費 7,902,691 △4,273 7,898,418

 2,576,493 26,046 2,602,5399消防費 

1 消防費 2,576,493 26,046 2,602,539

 14,934,897 89,117 15,024,014

1 教育総務費 2,371,880 △7,500 2,364,380

2 小学校費 2,976,074 △13,255 2,962,819

3 中学校費 1,695,080 9,482 1,704,562

4 幼稚園費 1,415,114 3,947 1,419,061

5 社会教育費 1,743,926 55,505 1,799,431

10教育費 

6 保健体育費 4,732,823 40,938 4,773,761

 12,619,737 △2,503 12,617,23412公債費 

1 公債費 12,619,737 △2,503 12,617,234

歳 出 合 計 117,402,985 1,957,919 119,360,904

 

 

第２表 債務負担行為補正 

追 加                          （単位：千円） 

事  項 期  間 限度額 

人事給与システム労働基準法改正対応業

務委託（人事課） 
平成２１年度から 

平成２２年度まで 
2,100

那覇市ぶんかテンブス館管理運営委託料

（商工農水課） 

平成２１年度から 

平成２４年度まで 
139,595

(仮称)新都心第２小学校区児童クラブ舎

建築事業(設計・監理)（子育て応援課） 

平成２１年度から 

平成２３年度まで 
5,272

若狭公民館業務委託事業（生涯学習課） 
平成２１年度から 

平成２４年度まで 
33,702

奥武山体育施設竣工関連事業（市民スポー

ツ課） 

平成２１年度から 

平成２２年度まで 
3,000

学校給食搬送業務委託事業（小規模共同調

理場）（学校給食センター） 

平成２１年度から 

平成２６年度まで 
31,305
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第３表 地方債補正 

変 更                          （単位：千円） 

補正前 補正後 

起債の 

目 的 限度額 

起
債
の
方
法 

利 率 償還の方法 限度額 

起
債
の
方
法 

利 

率 

償
還
の
方
法 

4 病院事

業貸付

金 

 

7 都市公

園整備

事業 

 

9 教育施

設整備

事業 

 

10 臨時

財政対

策債 

290,000 

 

 

 

927,000 

 

 

 

1,867,600 

 

 

 

3,466,800 

 

 

普
通
貸
借
又
は
証
券
発
行
（
登
録
公
債
） 

年８％以内

(ただし、利率見

直し方式で借り

入れる政府資金

及び地方公共団

体金融機構資金

について、利率

の見直しを行っ

た後において

は、当該見直し

後の利率） 

 償還期間は、

据置期間を含

め３０年以内

とする。 

 償還方法は、

元利均等、元金

均等等による。

 ただし、財政

の都合により、

据置期間中で

あっても繰上

償還し、償還年

限を変更し、又

は借り換える

ことができる。

378,300 

 

 

 

945,800 

 

 

 

1,903,600 

 

 

 

3,464,642 

 

 

補 正 前

に同じ 

 

 
 

 
那覇市告示第１５４号  

平成２２年１月１５日  

 
平成２１年(２００９年)１２月那覇市議会定例会で議決された平成２１年度那

覇市一般会計補正予算(第５号)の要領は次のとおりである。 

 
那覇市長 翁 長 雄 志  

 
平成２１年度那覇市一般会計補正予算(第５号)（財政課） 

 

平成２１年度那覇市の一般会計補正予算(第５号)は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ39,998千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ119,400,902千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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第１表 歳入歳出予算補正 

 

歳 入                          （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補正額 計 

 6,998,887 39,863 7,038,75015 県支出金 

2 県補助金 1,696,400 39,863 1,736,263

 3,724,119 135 3,724,25420 諸収入 

5 雑入 947,107 135 947,242

歳 入 合 計 119,360,904 39,998 119,400,902

 

 

歳 出                          （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補正額 計 

 16,035,480 13,330 16,048,810

1 総務管理費 13,632,757 4,968 13,637,725

2 徴税費 1,163,603 5,575 1,169,178

2 総務費 

3 戸籍住民基本台

帳費 
838,970 2,787 841,757

 46,002,951 5,973 46,008,924

1 社会福祉費 15,639,702 1,594 15,641,296

3 民生費 

3 生活保護費 15,574,247 4,379 15,578,626

 1,007,280 1,195 1,008,4757 商工費 

1 商工費 1,007,280 1,195 1,008,475

 16,284,424 2,391 16,286,815

2 道路橋りょう費 1,186,660 797 1,187,457

8 土木費 

5 都市計画費 7,898,418 1,594 7,900,012

 2,602,539 6,397 2,608,9369 消防費 

1 消防費 2,602,539 6,397 2,608,936

 15,024,014 10,712 15,034,726

1 教育総務費 2,364,380 5,038 2,369,418

10教育費 

2 社会教育費 1,799,431 5,674 1,805,105

歳 出 合 計 119,360,904 39,998 119,400,902
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那覇市告示第１５５号  

平成２２年１月１５日  

 
平成２１年（２００９年）１２月那覇市議会定例会で議決された平成２１年度

那覇市病院事業債管理特別会計予算の要領は次のとおりである。 

 
那覇市長 翁 長 雄 志  

 

平成２１年度那覇市病院事業債管理特別会計予算（財政課） 

 

平成21年度那覇市の病院事業債管理特別会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ1,314千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出

予算」による。 

 

第１表 歳入歳出予算 

歳 入                           （単位：千円） 

款 項 金 額 

 1,314１ 諸収入 

１ 貸付金元利収入 1,314

歳 入 合 計 1,314

 
 

歳 出                           （単位：千円） 
款 項 金 額 

 1,314１ 公債費 
１ 公債費 1,314

歳 出 合 計 1,314

 
 
 

 
那覇市告示第１５６号  

平成２２年１月１５日  

 
平成２１年（２００９年）１２月那覇市議会定例会で議決された平成２１年度

那覇市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）の要領は次のとおりである。 

 
那覇市長 翁 長 雄 志  
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平成２１年度那覇市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）（ちゃーが

んじゅう課） 
平成２１年度那覇市の介護保険事業特別会計の補正予算（第２号）は、次に定

めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ7,132千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ16,020,224千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 補正前の額 補正額 計 

 千円

2,419,278

千円 

△7,132 

千円

2,412,146

７繰入金 

１他会計 

繰入金 

2,419,277 △7,132 2,412,145

歳 入 合 計 16,027,356 △7,132 16,020,224

 

歳 出 

款 項 補正前の額 補正額 計 

 千円

506,441

千円 

△7,132 

千円

499,309

１総務費 

１総務管理費 276,410 △7,132 269,278

歳 出 合 計 16,027,356 △7,132 16,020,224

 
 
 

 
那覇市告示第１５７号  

平成２２年１月１５日  

 
平成２１年（２００９年）１２月那覇市議会定例会で議決された平成２１年度

那覇市土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）の要領は次のとおりである。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

平成２１年度那覇市土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）（区画

整理課） 
平成２１年度那覇市の土地区画整理事業特別会計の補正予算（第２号）は、次

に定めるところによる。 
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（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ16,237千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ2,236,575千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 補正前の額 補正額 計 

 千円

1,384,493

千円 

△18,023 

千円

1,366,470

４繰入金 

２真嘉比古島第二

繰入金 

1,382,305 △18,023 1,364,282

 2,646 1,786 4,43210県支出金 

２県補助金 2,261 1,786 4,047

歳 入 合 計 2,252,812 △16,237 2,236,575

 

歳 出 

款 項 補正前の額 補正額 計 

 千円

2,241,660

千円 

△16,237 

千円

2,225,423

２土地区画整

理事業費 

４真嘉比古島第二

土地区画整理費 

2,232,810 △16,237 2,216,573

歳 出 合 計 2,252,812 △16,237 2,236,575
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公    告 
 

那覇市公告第１６２号  

平成２１年１２月２８日  

掲 示 済  

 

住民票の職権消除の公示について（市民課） 
 

住民票の職権消除の通知を受けるべき者の住所又は居所が明らかでないため、

住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）第１２条第４項の規定によ

り公示する。 

※ ただし、職権消除対象者名は省略する。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

 

 

 

那覇市公告第１７１号  

平成２２年１月１５日  

 

平成２２年度那覇市庁舎等清掃業務及び警備業務委託制限付一般競争入

札参加資格者追加登録申請受付について（管財課） 
 

平成２２年度の那覇市庁舎等清掃業務及び警備業務委託制限付一般競争入札参

加資格者追加登録審査にかかる申請受付を次のとおり行います。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

１ 入札参加資格者要件 

（１）営業実績が２年以上あること。 

（２）法人市民税を完納していること。 

（３）県内に本店があり、かつ、本店、支店及び営業所のいずれかを本市に有す

ること。 

（４）労災保険、雇用保険、厚生年金及び健康保険制度があること。 

（５）賃金不払い等、社会的不正行為がないこと。 

（６）業務執行において不誠実な行為がないこと。 

（７）経営及び信用の状況が良好であること。 

（８）清掃員又は警備員の制服制度があること。 

（９）正規従業員数（清掃業務にあっては清掃員数、警備業務にあたっては警備

員数）が５名以上であること。 

（10）清掃業務にあっては、建築物における衛生的環境の確保に関する法律第12

条第２項に定める県知事登録業者であること。 
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（11）警備業務にあっては、警備業法第４条に定める公安委員会認定業者である

こと。 

（12）その他市長が必要と認める条件 

 

２ 受付期間 

平成２２年１月１４日（木）～同年１月２９日（金） 

午前９時～午後５時（正午～午後１時を除く） 

 

３ 申請書類の配付期間 

平成２２年1月７日（木）～同年１月２９日（金） 

午前８時３０分～午後５時１５分（正午～午後１時を除く） 

 

４ 受付及び申請書類の配布方法 

受付   那覇市総務部 管財課（電話８６２－９９０４） 

配布方法 那覇市総務部 管財課（新都心銘苅庁舎２階） 

那覇市のホームページ(http://www.city.naha.okinawa.jp)から

もダウンロードできます。 

 

 

 

那覇市公告第１７２号  

平成２２年１月１５日  

 

平成２２年度那覇市役所仮庁舎等及び新都心銘苅庁舎の管理に関する各

種業務委託指名競争入札参加資格者申請受付について（管財課） 
 

地方自治法施行令第１６７条の１１第３項の規定に基づき、指名競争入札参加

資格要件を公告します。また、次のとおり参加者の申請受付を行います。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

１ 指名競争入札参加資格要件 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

（２）各業務委託「表１」のとおり 

 

２ 申請書類の配布方法 

平成２２年１月１８日（月）～平成２２年２月１５日（月）（土日を除く） 

那覇市新都心銘苅庁舎２階 管財課（那覇市銘苅２-３-１）にて配布及び那

覇市のホームページ(http://www.city.naha.okinawa.jp)からもダウンロー

ドできます。 

 

３ 受付期間 

平成２２年２月１日（月）～平成２２年２月１５日（月）（土日を除く） 

午前９時００分～午後５時００分（正午～午後１時を除く） 
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４ 申請書類の提出及び問い合せ先 

那覇市総務部管財課 庁舎管理グループ（電話０９８－８６２－９９０４） 

 

 

※「表1」中の委託番号１「那覇市役所本庁舎環境衛生管理業務委託」、委託番

号２「真和志庁舎環境衛生管理業務委託」は申請の必要はありません。 

 

 

表１ 各業務委託の指名競争入札参加資格要件 

委託 

番号 

業務委託 

件名 
指名競争入札参加資格要件 

1 那覇市役所

仮庁舎環境

衛生管理業

務委託 

（１）那覇市庁舎等清掃業務及び警備業務委託制限付一般

競争入札参加資格者名簿に登録されていること。 

（２）建築物における衛生的環境の確保に関する法律第 12

条の 2 第 1 項第 2 号又は第７号並びに第８号の登録

があること。 

2 真和志庁舎

環境衛生管

理業務委託 

（１）那覇市庁舎等清掃業務及び警備業務委託制限付一般

競争入札参加資格者名簿に登録されていること。 

（２）建築物における衛生的環境の確保に関する法律第 12

条の 2 第 1 項第 2 号又は第 7 号並びに第 8 号の登録

があること。 

3 真和志庁舎

貯水槽・汚

水槽排水槽

清掃業務委

託 

（１）那覇市庁舎等清掃業務及び警備業務委託制限付一般

競争入札参加資格者名簿に登録されていること。 

（２）建築物における衛生的環境の確保に関する法律第 12

条の2第1項第5号の登録があること。 

4 那覇市役所

仮庁舎等 

施設管理業

務委託 

（１）過去２年間に建物の電気及び冷房設備の運用管理業

務の請負実績があること。 

（２）従業員に次の者がいること。 

・第１種電気工事士１人以上 

・第１種～第３種のいずれかの冷凍機械責任者免状を

有する者１人以上 

・熟練された大工技能を有する者１人以上 

（３）次のいずれかに登録されていること。 

・那覇市「建設業者格付名簿」の業種「電気工事」 

・那覇市「建設業者格付名簿」の業種「管工事」 

・那覇市庁舎等清掃業務及び警備業務委託制限付一般

競争入札参加資格者名簿 

（４）制服制度があること。 

5 新都心銘苅

庁舎施設管

理業務委託 

（１）過去２年間に建物の電気及び冷房設備の運用管理業

務の請負実績があること。 

（２）従業員に次の者がいること。 

・第１種電気工事士１人以上 

・第１種～第３種のいずれかの冷凍機械責任者免状を

有する者１人以上 
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（３）次のいずれかに登録されていること。 

・那覇市「建設業者格付名簿」の業種「電気工事」 

・那覇市「建設業者格付名簿」の業種「管工事」 

・那覇市庁舎等清掃業務及び警備業務委託制限付一般

競争入札参加資格者名簿 

（４）制服制度があること。 

※表中の「過去２年間」とは平成２０年１月１日から平成２１年１２月３１日ま

でのことです。 

 

 

 

 

那覇市公告第１７３号  

平成２２年１月１５日  

 

u-Okinawa プラットフォーム構築業務委託業者選定に係る公募型企画提案

募集の実施について（情報政策課） 
 

u-Okinawa プラットフォーム構築業務について公募型企画提案募集を実施する

ので次のとおり公告する。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

１ 応募条件 

u-Okinawaプラットフォーム構築業務企画提案募集要項による。 

 

２ 提出書類 

u-Okinawaプラットフォーム構築業務企画提案募集要項による。 

 

３ 募集に係る日程 

（１）公告       平成２２年１月１５日(金)～ 

（２）応募確認受付締切 平成２２年１月２２日(金) 午後１２時まで 

（３）提案書等締切   平成２２年１月２９日(金) 午後１２時まで 

 

４ その他 

本募集に係る募集要項、業務仕様書等については那覇市ホームページへ掲載 

 

５ 問合せ先 

企画財務部情報政策課 

〒９００－８５８５ 那覇市上之屋１丁目２番１号 

ＴＥＬ ０９８－８６２－０６１９ 

ＦＡＸ ０９８－８６２－０６１９ 
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議 会 告 示 
 

那覇市議会告示第１号  

平成２２年１月１２日  

掲 示 済  

 

条例制定請求代表者への意見を述べる機会の付与について（議事管理課） 
 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第４項の規定に基づく条例制定

請求代表者への意見を述べる機会の付与について、地方自治法施行令（昭和２２

年政令第１６号）第９８条の２第１項の規定により告示する。 

 

那覇市議会議長 金 城  徹  

 

１ 日時   平成２２年１月１３日（水） 午前１０時 

２ 場所   那覇市議会議場（那覇市役所仮庁舎Ｃ棟２階） 

３ 事件名  議案第１号 那覇市無防備平和の街づくり条例制定について 

４ 意見を述べる機会を与える請求代表者の数   ２人以内 

５ 意見を述べる時間   １人当たり１０分以内 

 

 

 

上下水道局告示 

 
那覇市上下水道局告示第３０号  

平成２１年１２月２５日  

掲 示 済  

 

那覇市排水設備指定工事店の取消しについて（給排水設備課） 
 

那覇市下水道条例第１７条第１項の規定に基づき、次のとおり指定工事店を取

消すので告示する。 

 

那覇市上下水道事業管理者  

上下水道局長 松 本  親 

 

指定（登録）番号  第２１４号 

指定工事店名    有限会社 光設備 

営業所所在地    浦添市安波茶１丁目８番７号 

代表者名      謝花 良光 

取消し日      平成２１年１２月１５日 

取消し理由     事務所閉鎖 
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那覇市上下水道局告示第３１号  

平成２１年１２月２５日  

掲 示 済  

 

那覇市排水設備指定工事店の新規指定について（給排水設備課） 
 

那覇市下水道条例第１１条の規定に基づき、次のとおり新規指定があったので

告示する。 

 

那覇市上下水道事業管理者  

上下水道局長 松 本  親 

 

新規指定 

指定（登録）番号  第４２５号 

指定工事店名    前田設備 

営業所所在地    浦添市安波茶１丁目４番１１号  

代表者名      前田 勲 

有効期間      自 平成２１年１２月２４日 

至 平成２６年 ３月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

那覇市上下水道局告示第３２号  

平 成 ２ ２ 年 １ 月 ４ 日  

掲 示 済  

 

平成２１年１２月那覇市議会定例会で認定された平成２０年度那覇市水道事業

会計決算の要領は、次のとおりである。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  
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平成２０年度那覇市水道事業会計決算報告書（企画経営課） 
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平成20年度那覇市水道事業会計決算審査意見 

 

第６ むすび 

業務状況は、給水人口31万 3,529人、給水戸数14万7,511戸で前年度に

比べ1,341人（0.4%）、641戸(0.4%)それぞれ増加している。また、年間総配

水量は3,872万 1,548㎥で、前年度に比べ58万 4,814㎥（1.5%）減少してい

る。これは、市民の節水意識の向上や節水機器の普及等によるものではない

かと推測される。 

損益収支については、総事業収益が 80 億 9,889 万 1,049 円で前年度に比

べ2億5,040万 9,594円（3.0%）減少している。これは営業外収益のなかの

土地物件収益、雑収益以外の収益が減少したことによるものである。 

総事業費用は、73億5,531万54円で前年度に比べ3億251万4,863円（4.0%）

減少している。これは減価償却費、総係費等が増加したものの、配水費、給

水費及び支払利息等が減少したことによるものである。この結果、当年度純

利益は、7億 4,358 万 995 円で前年度に比べ5,210 万 5,269 円（7.5%）の増

加となっている。 

水道料金未収金の収納向上について常に努力されているが、未収額は 13

億 5,694万 6,681円（内訳：現年度分13億2,004万 1,169円、過年度分3,690

万 5,512円）で、前年度より3,405万 3,926円減少したとはいえ多額である。 

財務比率について前年度と比較してみると、流動比率や当座比率（＝酸性

試験比率）が減少しているが、十分な高率を維持しており企業としての支払

能力は高く保たれている。 

労働生産性の推移を見ると、職員一人当たりの給水人口、有収水量、営業

収益からみると、経営の効率化が結果として数値に表れているものと思われ

る。 

以上のことから経営健全のために経営努力を続けていることが伺えるが、

今後とも、経営の根幹である水道料金の徴収に万全を期すとともに経営の合

理化と運営の効率化に努めるとともに、市民サービスの向上と公共の福祉を

増進するよう望むものである。 

 

 

 

 

那覇市上下水道局告示第３３号  

平 成 ２ ２ 年 １ 月 ４ 日  

掲 示 済  

 

平成２１年１２月那覇市議会定例会で議決された平成２０年度那覇市下水道事

業会計決算の要領は、次のとおりである。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  
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平成２０年度那覇市下水道事業会計決算報告書（企画経営課） 
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平成20年度那覇市下水道事業会計決算審査意見 

 

第６ むすび 

業務量については、使用戸数13万3,835戸、年間総排水量は3,452万1,879

㎥及び年間総有収水量は 3,452 万 1,836 ㎥で、有収率は 99.99％となってい

る。 

経営成績をみると当年度純利益が7,426万 1,547円で黒字基調を堅持して

いるが、昨年度と比べると１億162万 9,064円減少している。これは主に昨

年度と比べ営業収益が4,802万 4,438円減少し営業費用が5,717万 849円増

加したこと、営業外費用が１億 1,350 万 2,469 円減少したが営業外収益で

6,107 万 3,417 円減少したこと、特別損失で 4,985 万 4,444 円の増加があっ

たことが要因である。 

財務分析の結果から収益性の面をみると、損益に関する指標である総資本

利益率、総収益対総費用比率、営業収益対営業費用比率のいずれも平成 18

年度から20年度までの前年度比がマイナスであり、黒字ではあるが収益性が

だんだんと低下していることが懸念されるところである。 

一方、企業の安定性の面をみると自己資本構成比率、固定負債構成比率、

流動性比率のいずれも平成18年度から20年度まで企業の健全性及び企業の

支払能力の向上を示す数値となっている。 

労働生産性の推移をみると、昨年度に比べ職員一人当たりの有収水量及び

営業収益ともに低下している。 

以上のことから、企業の黒字基調や財務体質の安定性は増しているものの

将来に向けて収益性を低下させる要因も見受けられることから、健全経営を

維持するため経費の節減や経営改善に努力され、公共の福祉の増進と市民サ

ービスの向上に努めるよう望むものである。 

また、今年度において下水道の共用栓過誤納金により多額の特別損失を発

生させたことは、職員の日常業務に対する細心の注意点検が必要であること

も促したい。 

 

 

 

教育委員会規則 
 

那覇市教育委員会規則第１８号  

平成２１年１２月２２日  

公 布 済  

 

 

 那覇市体育施設条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

 

那覇市教育委員会     

委員長 西 原 篤 一  
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那覇市教育委員会規則第１９号  

平成２１年１２月２２日  

公 布 済  

 

 

 那覇市立学校体育施設の開放に関する規則をここに公布する。 

 

 

那覇市教育委員会     

委員長 西 原 篤 一  
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那覇市教育委員会規則第２０号  

平成２１年１２月２２日  

公 布 済  

 

那覇市教育委員会教育長に対する事務の委任等に関する規則の一部を改正する

規則をここに公布する。 

 

 

那覇市教育委員会     

委員長 西 原 篤 一  
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則（生涯学習部総務課） 
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農業委員会告示 
 

那覇市農業委員会告示第１０号  

平成２１年１２月１５日  

掲 示 済  

 

農地法第３条第２項第５号で定める別段の面積の基準について 
 

農地法（昭和２７年７月１５日法律第２２９号）第３条第２項第５号で定める

別段の面積の基準を次のとおり定める。 

 

                         那覇市農業委員会    

会長  比 嘉  晋  

 

１ 別段の面積  １０ａ 

２ 適用区域   那覇市内 

 

 

 

 

 1186


	目次
	告　　　　示
	個人情報目的外利用等届出書の公表について（総務課）
	個人情報目的外利用等届出書の公表について（総務課）
	個人情報目的外利用等届出書の公表について（総務課）
	個人情報目的外利用等届出書の公表について（総務課）
	平成２２年（２０１０年）１月那覇市議会臨時会の招集について（総務課）
	個人情報目的外利用等届出書の公表について（総務課）
	平成２１年度那覇市市街地再開発事業特別会計補正予算（第２号）（市街地整備課）
	平成２２年（２０１０年）１月那覇市議会臨時会に付議する事件の追加告示について（総務課）
	平成２０年度那覇市一般会計歳入歳出決算書（財政課）
	平成２０年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算書（区画整理課）
	平成２０年度那覇市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算書（国保長寿医療課・特定健診課）
	平成２０年度那覇市老人保健特別会計歳入歳出決算（国保長寿医療課）
	平成２０年度那覇市市街地再開発事業特別会計歳入歳出決算書（市街地整備課）
	平成２０年度那覇市介護保険事業特別会計歳入歳出決算書（ちゃーがんじゅう課）
	平成２０年度那覇市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算書（国保長寿医療課）
	平成２１年度那覇市一般会計補正予算(第４号)（財政課）
	平成２１年度那覇市一般会計補正予算(第５号)（財政課）
	平成２１年度那覇市病院事業債管理特別会計予算（財政課）
	平成２１年度那覇市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）（ちゃーがんじゅう課）
	平成２１年度那覇市土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）（区画整理課）

	公　　　　告
	住民票の職権消除の公示について（市民課）
	平成２２年度那覇市庁舎等清掃業務及び警備業務委託制限付一般競争入札参加資格者追加登録申請受付について（管
	平成２２年度那覇市役所仮庁舎等及び新都心銘苅庁舎の管理に関する各種業務委託指名競争入札参加資格者申訙
	u-Okinawaプラットフォーム構築業務委託業者選定に係る公募型企画提案募集の実施について（情報政策課）

	議　会　告　示
	条例制定請求代表者への意見を述べる機会の付与について（議事管理課）

	上下水道局告示
	那覇市排水設備指定工事店の取消しについて（給排水設備課）
	那覇市排水設備指定工事店の新規指定について（給排水設備課）
	平成２０年度那覇市水道事業会計決算報告書（企画経営課）
	平成２０年度那覇市下水道事業会計決算報告書（企画経営課）

	教育委員会規則
	那覇市体育施設条例施行規則の一部を改正する規則（生涯学習部総務課）
	那覇市立体育施設の開放に関する規則（生涯学習部総務課）
	那覇市教育委員会教育長に対する事務の委任等に関する規則の一部を改正する規則（生涯学習部総務課）

	農業委員会告示
	農地法第３条第２項第５号で定める別段の面積の基準について


